様式第４号
地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡承諾チェックリスト
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
譲渡人（受注者）名　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　
譲受人（債権譲渡先）名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請書類等受領日　　　　　　年　　月　　日
	チェック項目
	ﾁｪｯｸ欄

	１　債権譲渡の対象工事【要領第２条】
	

	
	(1) 附帯工事、受託工事等の特定の歳入財源を前提とした工事ではない。
	

	
	(2) 債務負担行為及び予算の繰越し等工期が複数年度に亘らない。（最終年度の工事または、次年度に工期末を迎えかつ残工期が1年未満の工事を除く。）
	

	
	(3) 役務的保証を要する工事ではない。
	

	
	(4) その他不適当な事由がない。
	

	２　申請書類【要領第10～12条】
	

	
	(1) 債権譲渡承諾依頼書（様式第１号）　※３通
	

	
	
	ア　申請日及び受理日を確認する。４(4)債権譲渡額の「(　)書き」の日付が申請受理日以前の日付である。
	

	
	
	イ　工事履行報告書、債権譲渡契約書（案）の工事名、工事場所及び工期と一致している。
	

	
	
	ウ　譲受人が、一般財団法人建設業振興基金の債務保証を受けた組合等である。
	

	
	
	エ　受注者の所在地、商号又は名称、代表者職氏名及び印が工事請負契約書と一致している。
	

	
	
	オ　請負代金額、支払済前払金額、中間前払金額及び部分払額に誤りがなく、債権譲渡額が工事請負契約に基づき受注者が請求できる工事請負代金債権と一致している。
	

	
	
	カ　受注者と組合等の印影を印鑑証明書と照合する。
	

	
	(2) 債権譲渡契約書（案）（様式第２号）　※1通
	

	
	
	ア　受注者及び債権譲渡先の所在地、商号又は名称及び代表者職氏名が債権譲渡承諾依頼書のものと一致している。
	

	
	(3) 工事履行報告書（様式第４号）　※１通
	

	
	
	ア　実施工程の進捗率が、２分の１以上である。（債務負担行為の場合には、最終年度の進捗率）
	

	
	
	イ　受注者の所在地、商号又は名称、代表者職氏名及び印が債権譲渡承諾依頼書のものと一致している。
	

	
	(4) 「受注者」と「債権譲渡先」の印鑑証明書〔３ケ月以内に発行されたもの〕　※各１通
	

	
	(5)  契約保証の保証人の承諾書が添付されている。（保証委託契約約款で必要とされる場合（東日本建設業保証の契約保証の場合は不要）） ※１通
	


↓
決裁（承諾）手続      
↓

	３　債権譲渡承諾書（様式第１号）の交付　※２通【要領第11条】
	

	
	(1) 承諾日（申請受理日から７日以内）、発注者職氏名、確定日付（承諾日）、承諾番号を確認（債権譲渡整理簿の承諾番号）のうえ、２通を受注者に交付する。
	

	４　地域建設業経営強化融資制度に係る債権譲渡整理簿（様式第５号）により承諾状況の管理
	


↓
債権譲渡の承諾日　　　　　年　　月　　日
↓
（受注者と債権譲渡先の間における金銭消費貸借契約の締結、融資の実行）
↓
	５　受注者と債権譲渡先が債権譲渡契約を締結した場合の通知【要領第14条】
	

	
	(1) 債権譲渡通知書（様式第６号）　※１通
	

	
	
	ア　譲渡人（受注者）、譲受人（債権譲渡先）、譲渡債権の表示及び承諾番号が、様式第１号と一致している。
	

	
	(2) 債権譲渡契約書（様式第２号）の写し　※1通
	

	
	
	ア　譲渡人（受注者）、譲受人（債権譲渡先）及び第１条第１項(1)～(7)が様式第１号と一致している。
	

	
	
	イ　「受注者」と「債権譲渡先」の印影を印鑑証明書と照合する。
	


↓
請求書類の受領日　　　　　　年　　月　　日

	６　工事請負代金の請求書類【要領第16～17条】
	

	
	(1) 工事請負代金請求書（様式第７号）　※１通
	

	
	
	ア　請求日及び受理日を確認し、譲受人の印影を印鑑証明書と照合する。
	

	
	
	イ　工事請負代金請求書と債権譲渡承諾書の写しにより、請求者の請求権があり債権金額等が一致している。
	

	
	
	ウ　請求金額が〔様式第１号の債権譲渡額＋変更契約分〕となっている。
	

	
	(2) 債権譲渡承諾書（様式第１号）の写し〔発注者の押印がなされた正本〕　※1通
	

	
	(3) 債権譲渡契約書（様式第２号）の写し　※１通
	

	
	
	ア　「債権譲渡先」の原本証明がされている。
	

	
	(4) 「受注者」と「債権譲渡先」の印鑑証明書〔３ケ月以内に発行されたもの〕　※各１通
	


↓
支払手続
※　各項目を確認した後、チェック欄に「〇」印を記載すること。

※　受注者が共同企業体である場合には、受注者の住所及び氏名の欄には、共同企業体の名称並びに共同企業体の代表者及びその他の構成員の住所及び氏名が記載されていること。

